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1．�はじめに：インフラの老朽化が地域社会に
与える影響

　今日のインフラ施設は，人材，組織，財源の縮小・
減少に伴い，ヒト・モノ・カネの面から複雑で多様
な課題を抱えている。近年は，特に気候変動による
大規模な自然災害が多発しており，老朽化するイン
フラの維持管理の対策を講じることが急務となって
いる。
　2012 年，山梨県大月市笹子町の中央自動車道上り
線・笹子トンネルで天井のコンクリート板が約 130m
の区間にわたり落下し，走行中の車複数台が巻き込
まれる大事故が発生した。この惨事を契機に，老朽
化するインフラの維持管理に注目が集まった。しか
し高度成長期に建設された橋梁やトンネルなど既存
インフラの老朽化は想定を上回る速度で劣化してお
り，最近でも埼玉県八潮市で大規模な道路陥没事故
が発生するなど，どのように維持管理を進めるべき
か，深刻な問題となっている。
　老朽化対策に関する政府全体の取り組みとしては，
笹子トンネル事故の翌年 2013 年よりインフラ長寿命
化基本計画がとりまとめられている。本計画に基づ
き，国，自治体レベルで行動計画の策定を進め，全
国のあらゆるインフラの安全性向上と効率的な維持
管理を実現することを目指している。キーワードは

「公共施設の管理，まちづくり，国土の強靭化」の 3
つとなっている。
　一方で日本の公共投資額は長く減少基調にある。
日本における公共事業関係費の予算は，1998 年度の
14.9 兆円をピークに減少基調にあり，2025 年度予算
は 6.1 兆円と，半分以下の水準に落ち込んでいる1。

1 	 国土交通省　公共事業関係費（政府全体）の推移　https://www.mlit.go.jp/page/content/001858214.pdf（2025 年 8 月 30 日閲覧）
2 	 国土交通省　国土交通省所管分野における社会資本の将来の維持管理・更新費の推計　https://www.mlit.go.jp/common/	

001271515.pdf（2025 年 8 月 30 日閲覧）
3 	 宮城県　上工下水一体官民連携運営事業（みやぎ型管理運営方式）　https://www.pref.miyagi.jp/site/miyagigata/（2025 年

8 月 30 日閲覧）

少子高齢化や長引く不況の影響などにより，予算の
多くが社会保障関係費に回され，社会インフラ整備
に充てる予算額は過去 10 年間ほぼ一定の規模に留
まっている。
　インフラの維持管理・更新費は，2018 年推計の調
査によると，10 年後の 2028 年度には約 5.8 ～ 6.4
兆円と 2018 年比（5.2 兆円）で 1.2 倍の増化傾向が
予測されている。特に高速道路の場合，開通から 30
年以上の区間がすでに 4 割を超えており，10 年後は
6 割超になる見通しである。全国の橋やトンネルな
ど 77 万か所のうち，およそ 1 割の約 8 万か所で 5 年
以内に補修する必要があると判定されており，地方
自治体も中小橋梁や上下水道を含め，負担はますま
す大きくなっている2。
　経費削減のため，宮城県は，上下水道と工業用水
の運営に関し，特定の地理的範囲や事業範囲を対象
として，事業者（自治体の水道局や管理組織など）
が免許や契約によって独占的な営業権を民間企業・
組織に与えて実施する事業であるコンセッション方
式で担う事業実施を検討している3。
　このように財源，人材不足が加速化する中，公共
施設の統廃合・集約化が求められる。そこで簡易型
の監視カメラや，ドローン，走行型ロボットなどICT
の技術も活用し，これらのアセット（資産）を効率
的にメンテナンスする施策の導入が求められている。

2．�インフラの老朽化に向けたコミュニティが
果たすべき役割

　今日まで，社会生活における公共的な役割は，主
として国や地方公共団体等の行政が主体となって
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担ってきた。しかし，国や地方公共団体の財政状況
は日増しに厳しくなっており，行政だけでその役割
を担っていくことはもはや限界が生じている。実際
に，地域によっては公共交通や福祉などの社会サー
ビスの継続が困難となったり，あるいは従来以上に
きめ細かな対応が必要となったりするなど，地域づ
くりを進める上で様々な課題が生じている。
　一方で，人々の社会貢献への意向は近年高まりを
見せている。個人，NPO，企業等の多様な民間主体
が，私的な利益にとどまらない公共的な機能を担っ
ていく気運が高まっている。
　居住地域のための活動について，国土交通省の調
査で人々の参加意向を尋ねたところ，例えば，公園
や道路等の維持管理等については行政の領域である
との認識が依然として高いものの，全体としては，
ボランティア団体・NPO 等の団体に任せるがそのた
めならお金を支払ってもよいと考えている人々が 4
人に 1 人以上いることが分かった4。また厚生労働省
による「今後の社会参加活動参加意向調査」による
と，「どちらかといえば参加したい」が 26.5％，「参
加したい」を合算すると 35.9％に参加意向がある5。
このように，約 4 割の人が，地域活性化のための行
事の企画・運営に参加しても良いと答えている。
　今後は，多様な担い手が地域の生活を支え活力を
維持する機能を果たすことが求められる。防犯・防
災対策，子育て支援，高齢者福祉，地域交通の確保，
環境保全など，地域における広汎な課題に対応して
いくことが求められる。
　また，NPO 等の民間主体と行政，あるいは民間主
体同士が相互に有機的に連携して知恵を出し合って
協働し，従来の行政が担っていた公共的な領域，公
と私の中間的な領域，公共的価値を含む私の領域に
まで活動を拡げていくことも重要である。
　民間企業が本業に加えて，その技術を活かして地
域のニーズに応じた社会サービスを提供することも
可能と考えられる。地域の民間事業者，例えば重機
を扱える建設業者が耕作放棄された棚田の管理等を

4 	 国土交通省　平成21年度国土交通白書　https://www.mlit.go.jp/hakusyo/mlit/h20/hakusho/h21/pdf/kp112000.pdf（2025年
8 月 30 日閲覧）

5 	 厚生労働省　今後の社会参加活動参加意向調査　https://www.mhlw.go.jp/content/12605000/001126443.pdf（2025 年 8 月 30
日閲覧）

行うなど，持っている能力を活かして地域の活力維
持に対応している動きもある。
　このように行政だけでなく多様な民間主体が地域
づくりの担い手となって，その協働によって地域の
ニーズに応じた社会サービスの提供等を行うことは，
人口が減少する社会において欠かせない視点である。
このような取り組みにより，社会的コストが軽減さ
れ，地域経済が活性化するなど，多面的な効果が期
待される。

3．住民参加型のインフラ整備事業（LBT）

　続いてコミュニティの視点から，住民参加型によ
るインフラの整備の事業例を紹介する。筆者は現在
の地方が直面する深刻な課題は，これまで関わって
きた開発途上国の課題と極めて類似していると考え
る。途上国は常に資金や人材の不足といった開発課
題を抱えており，人口は増加しているが，教育・訓
練を十分に受けた人材に決定的に乏しく，この点は
税収不足で財源および働く世代の減少に悩む地方が
抱える課題の構図とも似通っている。
　そこで注目するのが，住民参加型のインフラ整備
手法の LBT（Labour Based Technology）工法で
ある。LBT はインフラ整備が遅れている地域を対象
とした住民参加型による事業実施方式（工法）であ
り，開発途上国における地域社会の安定化や発展に
向けて有効な手段だと考えられている。
　また，近年では戦争や内戦など国の内外で武力等
を用いた揉め事やいさかいが未だ継続しているか，
あるいは紛争終了後それ程時間も経過しておらず，
社会・経済・文化等の面で紛争による影響や混乱の
状態が残っている，いわゆる紛争影響国においてコ
ミュニティ開発事業が増えており，インフラ整備と
ともに地域コミュニティの育成にもセットで資する
LBT の導入が試みられている。
　国際労働機構（ILO）の定義によると，LBT は

「人力を主体として，農耕用のトラクターなど簡易な
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機材を用いつつ労働力の最適化を図る小規模のイン
フラ整備工事」の総称である6。
　日本の国際協力の実施機関である独立行政法人国
際協力機構（JICA）は，これに加え，LBT に特徴
的な効果の一つであるコミュニティ参加の概念を付
け加えて，地域住民の参加によって実施するもので
あると表現している7。
　LBT は基本的に大型建設機械を多用せず，身の回
りの小規模のインフラ整備に適した事業であり，工
事に参加する住民に賃金が支払われるとともに，地
域住民の合意形成が図れることから，貧困層の雇用
促進，コミュニティ開発手法としても有効な手段と
して考えられている。
　AI の活用やデジタル化が進み，経済発展のために
途上国が積極的に大型インフラ案件を導入しようと
する一方で，依然として多くの国では現在も LBT の
案件を採用している理由は何であろうか。それは，
大型プロジェクトだけでは恩恵を受けることができ
ない地域において，身近なインフラを整備する工法
として，そしてコミュニティの活性化を図る事業と
して，LBT は最も効果的な手段と思われているのが
理由ではないか。インフラを必要とする者がそのイ
ンフラを整備するという，普遍ともいえるインフラ
整備本来の意義と役割が明確に LBT には存在する。
　従って，財政難や人材不足といった途上国と同じ
ような開発課題を抱える日本の地方においても，有

6 	 『LBT ガイドライン』，独立行政法人国際協力機構（JICA）経済基盤開発部，2012 年，p. 2
7 	 脚注 6 参照
8 	 武部健一『道 I・II』法政大学出版局，2003 年

効なインフラ整備・まちづくり工法として，途上国
で用いられている LBT から，日本も学ぶべきこと
は多いと筆者は考える。

4．�江戸時代のコミュニティ開発（道や用水路）
「普請」

　当然ながら，近代になって建設機械が発明，輸入
されるまでは，日本のインフラは全て LBT で整備
されてきた。古くは奈良の大仏や京都の寺院，大坂
城の築城や，江戸の社会基盤や町並み整備も全て人
力のみで施工されている。それでは，近世の江戸時
代の頃の公共事業は誰がどのように実施していたの
だろうか。
　1603 年に征夷大将軍となった徳川家康も，江戸に
入城してからは様々なインフラ整備を実施している。
特に大きなプロジェクトは，江戸への大量輸送が可
能な「舟運」での物資輸送を行うための「江戸湊（え
どみなと）」，日比谷入江の埋立て，利根川東遷・荒
川西遷，五街道整備による江戸を中心とした交通網
の形成などである。これらの大型プロジェクトは，
まさに今日の日本，東京の原型を形作っているもの
である。長崎からのオランダ商館長の随行医師の
1776 年（安永 5 年）見聞録によると，当時の主要街
道は非常によく整備されていたという記録も残され
ている8。

図 1　LBT（交通アクセス改善）による裨益効果の例
写真 1　アフリカで実施されている LBT（タンザニア国）

� 筆者撮影
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　江戸時代は，幕府と各藩との強い主従関係が築か
れており，江戸城築造，港造成，河川改修，掘割の
掘削，街道整備などの大型土木工事は，「天下普請

（てんかぶしん）」と称して江戸幕府が全国の諸大名
に割り当て行わせた。財源は，各藩の自己負担であ
る。各藩は，領地内のインフラ整備もあり，これに
より相当な経済負担を強いられることになった9。
　「普請」とは，普く（あまねく）人々に請う（こ
う）と書く。「普く」とは広く，全てにわたって，「請
う」は，他人に対して願い求める。願い望むことで
ある。本来は仏教用語であり，禅宗寺院で全ての僧
侶が上下の隔てなく作務労役や清掃に従事すること
であった。後には，大衆（信者）が力を合わせて堂
塔の建築作業などの労役に従事する寺社建造として，
または，集落において受益者が合意して作業に従事
することも指すようになった10。
　江戸時代の後半には土木・建築など一般の工事を
することを指すようになり，転じて建築や維持・修
繕に関する費用の寄付金募集の意味にも用いられる
ようになった。類語としては，結（ゆい），勧進（か
んじん）などがある11。
　江戸時代の頃は，近隣の協力を得て普請により共
同作業で家屋を立てることが一般的であった。合掌
造民家のように屋根の葺き替え（ふきかえ）作業な
どが相互扶助で行われている。
　この他にも，用水路や排水路（どぶ）などを地域
住民で清掃する「溝普請」，河川や治水，用水など水
の管理を行う「用水普請」，「田普請」，「橋普請」，「土
手普請」などが行われている。
　当時は，公共事業の概念が定着しておらず，街道
以外の身近なインフラ整備も「お上」（国，藩）など
行政による支援は限られており，基本的に村人が相
互扶助で行う体制，風土が出来ていた。このように，
地方では今も普請の習慣が継承されている地域が多
い。
　明治維新以降も，初期の頃は新国家の財政難から
民間主導のインフラ整備が活発に行われている。そ

9 	 武部健一『道路の日本史 I』中公新書，2015 年
10	 伊藤祐久『日本歴史大辞典』小学館，2007 年
11	 宮澤智士『日本列島民家史』住まいの図書館出版局，1989年
12	 永松慎吾『キャッシュ・フォー・ワーク』岩波ブックレッ	

ト，2011 年

して戦後の混乱期に失業者支援のために行われた失
業対策事業および東日本大震災の際に導入された
キャッシュフォーワーク（CFW）と呼ばれる被災
者支援12 など，近代を経て現代に至るまで，多くの
LBT 類似事業が実施されている。
　自分たちのインフラは自分たちで作るという普請
の精神，戦後や震災後の混乱期における非常事態時
に直面した時に発揮される助け合いの精神，これら
は，いずれも歴史を通じて我々の DNA として培わ
れてきた公共に対する奉仕のこころであり，理念で
あろう。

5．�多様な担い手の参画および我々の身の回り
で展開されている LBTの類似事例

　それでは，平時である我々の日常生活において，
LBT とも相通じるこれらの理念は，どのように活か
されているのであろうか。
　地域の活性化を図るため，住民自らが公共やイン
フラ施設を建設したり維持管理したりすること，そ
の事業活動を LBT だと定義するならば，我々の身
の回りで LBT の要素を色濃く反映しているインフ
ラ整備の代表的な事例は表 1のとおり列挙できる。

表 1　民間主導によるインフラ整備 LBTの類似事例

No 事業名 事業内容

1 町内会，
自治会

身近な地元組織団体であり，ほとんどの地域に存在
する。活動は，地域住民の参加により，盆踊り，祭
り，イベントの準備から始まり，公園の除草や排水
路の清掃などが行われている。関連する組織として
防災活動を担う消防団，地域活動の原動力でもある
青年団などの民間組織もある。

2 PTA 小学校など学校に通学する父兄のみで組織する団体
ではあるが，学校や生徒に対する支援活動に留まら
ず，近隣地域の清掃や地域活性化の支援活動を行う
こともある。

3 民間非営利団
体（NPO），
非政府組織団
体（NGO）

国際協力，医療，教育など専門的な分野において，
民間による住民に近い立場で公共的な活動を支援す
る団体である。国内においても災害支援や地域活性
化の活動に積極的に関与している。

4 まちづくり・
村おこし事業

（地域おこし協
力隊）

各地で行われている地域活性化事業であり，地域住
民をはじめ行政や企業による参加，あるいは第三セ
クターと呼ばれる組織や協議会を新たに設置し，実
施・運営される。一般に組織体制は柔軟であり，行
政を補完する立場での活動が期待されている。
総務省は 2009 年度より地域おこし協力隊の制度を
開設している。これは都市部から過疎地域の自治体
に住民票を移し，1 〜 3 年間「地域協力活動」を行
うことでその地域への定住・定着を目指す制度と
なっている。
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LBT で対象となるインフラ事業や整備活動は実は
我々にとって極めて身近な存在なのである。
　このように LBT は，実は我々の身の回りで数多
くの事業が実施されている。さらに，6.下條村の事
例を詳しく検証してみると，LBT は，人口減少期の
今日においては，インフラの維持管理業務に対して
極めて有効な手段となりうることが分かる。

6．�住民参加型のインフラ整備事業の取り組み
―長野県下條村の事例を通じて

6－1　建設資材支給事業の概要
　それでは住民主体で老朽化するインフラの維持管
理を進めるには，どのような手段を講ずるべきか。
事例としては，長野県下伊那郡下條村で実施されて
いる住民参加型のインフラ整備事業の取り組みを取
り上げる。
　下條村は，長野県の最南端下伊那郡のほぼ中央に
位置し，人口 3,341 人，1,260 世帯，総面積は 38km2

であり，標高 332m から 828m の間に 34 の集落（地
区）が散在している。林野が約 70％を占める山村で
あり，特産品としては蕎麦，辛味大根，干し柿で有
名な市田柿などの農作物があり，林業も盛んであ
る13。
　下條村は一見どこにでもあるような中山間地の村
でありながら，「奇跡の村」と呼ばれ平成の中頃は行
財政改革や少子化対策の成功事例として脚光を浴び，

13	 下條村 HP 人口・世帯数　https://www.vill-shimojo.jp/gyousei/mura/aramashi/2009-0326-1557-9.html（2025年 8 月 30 日閲覧）
14	 下條村 HP『建設資材支給事業年別実績表』　https://www.vill-shimojo.jp/gyousei/kurashi/sumai/kensetsu/2009-0405-2257-	

9.html（2025 年 8 月 30 日閲覧）

全国から多くの自治体関係者，議会，市民団体など
からの視察が相次いだ。
　現在は近隣地区同様に人口減少に転じ，一様に厳
しい局面を迎えているが，今も地域活性化に向けて
様々なユニークな施策に取り組んでいる。本稿で紹
介するのは，住民向けの生活インフラ整備の「建設
資材支給事業」である。
　資材支給事業は，1992 年から始まり，現在に至る
まで 30 年以上の実績を有している。2018 年までに
村内 1,726 箇所の施工が行われており14，規模は年間
約 500 万円，実施件数は例年 30 ～ 50 件程度となっ
ている。つまり各集落で毎年 1 ～ 2 件程度の事業を
実施していることになる。
　資材支給事業は，地域住民の生活環境を整備し，
地域住民自ら施工する工事に対して，村が資材を支
給し，住環境整備並びに地域住民の連帯を図ること
により，もって，よりよい村づくりを進めることを
目的とする事業である。費用は国や県などの補助金
を一切利用せず村の財源で実施されている。
　対象となる工種は次のとおりであり，あくまでも
国土交通省や高速道路の管理組織である高速道路会
社（NEXCO），県の事業ではなく，村が管理主体と
なる生活インフラ施設を対象に適用されている。

① 村道整備（受益者 3 名以上の舗装・敷砂利・側
溝布設・横断工・甲蓋・グレーチング他）

② 農道整備（受益者 3 名以上の同事業内容）
③ 水路整備（受益者 3 名以上の土側溝の整備・漏

水箇所の整備・取水施設の整備他）
④ その他村長が必要と認めた工事

　事業の流れは，まず地区の代表である区長，常区
長（区内にある地区），水利組合長等が施工希望者

（区民・受益者等）より，事業の必要性を確認したう
えで，村役場あてに申請する。これを受けて，村は
申請が適当であると認めた場合，施工代表者へ通知
し，希望資材の支給を行うものである。
　支給対象となる資材は，①生コンクリート，②砕
石等（骨材），③側溝の工事などに用いる二次製品
となっている。1 件当たりの支給額は 10 万～ 20 万

No 事業名 事業内容

5 建設資材事業 市町村などの自治体が，地域の住民にセメントや砂
利などの建設資材を供与して，住民が工事を施工す
る施工方式。対象とする分野や施工方法は非常に多
様化しており，実施されている地域・自治体により
名称も異なるが，長野県下條村など国内の多くの地
域で実施されている。

6 アダプト・
プログラム

アダプト（ADOPT）とは英語で「養子にする」を
意味する。市内一定区画の公共の場所を養子にみた
て，清掃美化などの活動を通じ，市民が町をわが子
のように愛情をもって面倒を見るかたわら，行政は
これを支援する。市民と行政が互いの役割分担を定
め，両者のパートナーシップのもとで美化を進める
方式である。

� （筆者作成）
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円程度であり，道路の場合はコンクリート舗装の工
事で幅 3 m，距離 50m ～ 100m 程度の規模である。
目安として半日から 1 日分の作業で完成する工事量
となっている。
　下條村には「道役（みちやく）」という住民による
無償の共同作業を行う制度が昔からあった。「お役」
とも呼ばれるこの作業（課役）は年一回程度，各戸
から 1 名が参加して，道の補修や拡幅，入会地（神
社や氏神などを祭っている公共的なスペース）の除
草・清掃などの作業を行っていたようである。

6－2　下條村で建設資材支給事業が定着した要因
　住民たちで自らのインフラ整備を行う下條村の資
材支給事業は，これぞまさしく LBT と例えられる
事例であり，事業が村の暮らしの中に確実に定着し
ている。
　それでは，なぜこの事業が下條村の住民たちに好
意的に受け入れられて支持されているのか。資材支
給事業が始まった経緯やその効果，参加住民の意識
などからその要因を事例より整理する。下條村の資
材支給事業は 1992 年から始まった。導入された経緯
は，伊藤喜平村長（当時）が実施していた役場職員
や町民への意識改革の一環による建設事業費の削減
によるものである。発案は，200 万円以下の小規模
な工事は住民自らで進めてもらいたいという提案
だったという。
　当初は住民も面食らい抵抗したようであるが，「道
役」の慣習が根付いていた地域だったことから，次

15	 下條村 HP『建設資材支給事業の概要』　https://www.vill-shimojo.jp/gyousei/kurashi/sumai/kensetsu/2009-0330-2309-9.html　
（2025 年 8 月 30 日閲覧）

第に村に定着していった。初年度は 25 件 500 万円の
実績であったが，2 年目は倍増した。事業費（数）と
も徐々に増大した。これにより，資材支給事業は住
民の生活に密着したコミュニティ・インフラの整備
工法として大きな貢献を果たしてきた。
　一般に道路事業によって発生する効果や経済的な
便益としては，渋滞の緩和や交通事故の減少，走行
快適性の向上，沿道環境の改善などがある。資材支
給事業の場合は，最低 3 名程度の受益者を対象とす
る極めて小規模な生活インフラであり，その経済的
便益を定量的に評価するのは困難であるが，村の事
業予算の削減効果に関しては，極めて顕著に表れて
いる。
　実績から公共土木工事と比較して次のような事業
費削減効果が確認できる。

	● 道路改良舗装工事　延長 100m，幅員 5 m の場
合，約 1/10

	● コンクリート舗装事業　延長 100m，幅員 4 m，
コンクリート厚 8 cm の場合，約 1/4

　村も補助金等を得て道路を作る場合は，国の基準
である「道路構造令」に準拠した規格が求められる。
しかし資材支給事業では，現地の地形や交通量に応
じて幅員を基準より短くするなどの柔軟な運用を
行っている。さらには住民が自ら労働者として工事
に参加することから事業費は大幅に削減されること
になる。
　工事参加者にヒアリングしたところ，自分たちで
作ったインフラ施設そのものに対する満足度も非常
に高く，品質に対する自負すら感じられた。プロジェ
クトに参画した者のみに実感できる達成感であろう。
資材支給事業の特色・効果を村役場では，次のとお
り整理している15。

	● 地域の問題を，住民が自ら考え，自ら汗を流し
て対応することにより，「自助・互助・共助・公
助」の考えが生まれ，村民総参加の村づくりの
基本となっている。

	● 本事業を取り入れたことにより，住民の細かい
要望に「事業の先送り」をすることもなく，迅
速且つ的確に対応できる。

写真 2　下條村で実施されている建設資材支給事業
� 筆者撮影
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	● 住民が目標を一つにして全員で作業することに
より，各地区内での親睦と交流の輪が広まって
いる。

	● 住民が自ら作った施設であり，共有の愛着（道
路愛護）の精神が生まれる。

	● 補助事業のように工事内容等の制約がないので，
地元の意向に添った独自の施工ができる。

	● コストも安くて済むため，ほとんどの箇所が単
年度で完結させることができる。

	● 道路を拡幅する際も，地権者自身が利用し施工
する道路となるので，用地交渉も容易にできる。

	● 施工後の管理も，地元施工の観点から地元で自
主的に行うことができる。

　これらの効果は，LBT で意図するところと同様で
ある。施工を通じて住民の一体感を高め，高度な組
織化が図られることになる。
　筆者が調査で訪れた小松原地区の場合は，地区内
に村営住宅が 2 棟あり，元々住んでいる住民と新し
く移住してきた住民の丁度半分ずつの約 70 世帯が区
内に居住していた。工事では若い世代の方も積極的
に参加している。
　初めて参加した人も作業当初は戸惑いを見せてい
たが，長きにわたり事業に参加している住民の方々
から親切な技術の手ほどきを受けて，徐々に打ち解
けた雰囲気で工事が進められていた。
　個人であれ集団であれ，習得した技術・技能をよ
り高めたいと思う気持ちを我々は兼ね備えているの
だろうか。この事業には，参加者間に技術が無理な
く伝播していく仕組みが組み込まれているようだ。
そして，工事完工後は，区内の公民館で寄合のち打
ち上げとして慰労会が行われる。盃を酌み交わしな
がら夜が更けるまで若い住民は地元住民との親密性
を深めていく。地元の主婦に伺ったところ，「道役
は，作業の後の飲み会のほうが長いよ」と笑ってい
た。
　資材支給事業は地域への参加資格を満たすための
行事や祭りのような儀式としての要素も有している。
地域が移住してきた若い世代を温かく受け入れ，若
い世代も地域に溶け込みやすい環境や社会システム
が下條村に構築されている。

6－3　�なぜ資材支給事業は下條村で実施可能だった
のか

　小松原地区における道役は，施工する距離，参加
人数が適切だったこともあり，住民と一緒に和気あ
いあいと工事に参加できた年一回の作業ということ
もあり，住民にとっても負担にはならない。実際に
筆者が参加した工事の作業は 2 時間，準備と後片付
けを入れても 3 時間程度の所要時間で済んだ。下條
村で資材支給事業が定着した理由は，大きく 2 つあ
ると筆者は考える。
　まず，村には昔から道役と呼ばれる住民による奉
仕作業があり現在まで継続されてきたことが何より
大きい。古くから受け継がれてきた道役という公共
的な奉仕活動の制度・課役が受け皿となり，あらた
に伊藤元村長が始めた資材支給事業の仕組みにうま
く組み込まれていった。
　これによりコンクリートなど資材供与による支援
を受けつつ，行政の持つ調整能力も十分に発揮され
ることにより，道役の事業の安定性と継続性が高まっ
ていったのである。
　続いてもう一点は，小松原地区の区長自らが地元
の建設会社に勤務しているなど，村には建設技術・
技能を持ったリーダーが多く存在していることであ
る。土木技術に詳しいものが村に存在していること
は，品質面に加えて，安全確保の面からも重要で安
心できる要素である。
　下條村は山間の農村である。だからこそ，その地
域に継承されてきた知恵や蓄積されてきた多様な技
術と技能がある。それが資材支給事業へ活かされた
のであり，これこそ下條村の地域力と呼べるもので
あろう。下條村の存在および資材支給事業を継続的
に実施していること，これは「奇跡」ではない。下
條村の持つ地域力が正しく発揮されたからに他なら
ない。

6－4　�なぜ資材支給事業は他の地域で実施できない
のか

　それでは，他の地域と比べて下條村は果たして特
殊な村であろうか。そんなことはなく，恐らく農業
や建設業の従事者構成の比率や個人属性も周辺地区
と比較してまったく変わらないはずである。
　他地域において資材支給事業の制度が普及してい
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ない理由は，①下條村で発揮された道役のような地
域におけるインフラ整備の知恵と機能が十分活かさ
れていないこと，②地域が抱える多彩な人材を活か
しきれていないこと，この 2 つである。
　新しい制度や試みを導入することは確かに不安で
あり，難しく考えがちである。思わず躊躇したくな
る気持ちも理解できる。しかし，課題解決に向けて，
住民の主体性を高めてコミュニティのインフラ整備
を進めていきたいと考えるのであれば，下條村の事
例も参考に，地域の実情に応じたインフラ整備事業
の手順や準備体制の手配などを進め，何より住民が
楽しく，かつ主体的にまちづくりへ参加できる環境
を整備していく必要がある。
　そのためには，各地域で地元の歴史を振り返り，
地域誌なども読み起こして，地域に培われてきた先
人の事績に学ぶことである。どの地域にも必ずや「お
役」，「普請」，「結」あるいは「頼母子講（たものし
こう）」，「無尽（むじん）」と呼ばれる住民による相
互扶助的な集まり，コミュニティが存在しているは
ずである。
　かつて地域に存在した住民の結びつきや絆を再確
認し，地域力を踏まえた住民主体による枠組みや制
度を現代に甦らせ，新たな形態として組み立ててい
くこと。これこそ地方創生に向けて我々に求められ
ているテーマである。
　なお，全国には，下條村の他にも建設資材支給事
業と類似の事業や制度を取り入れている自治体があ
る。そのうちのいくつかは下條村の事例を参考にし
たものであり，まったく独自の取り組みによって創
意工夫を重ねてきた事例もある。名称はもとより，
実施方法も多様な内容となっている。
　全国でどのような事業が実施されているのか。自
治体が実施している下條村の資材支給事業の類似事
例としては，全国で 30 件程度の事業が確認できる。
公園の花壇の整備などソフト的な事業は除外したが，
予想以上に多くの地域で適用されている。

7．�まとめ：LBTは老朽したインフラの維持管
理に寄与する

　住民の理解と参画を得て，インフラ整備を進める
下條村の事例が示唆する教訓の一つ。それは，LBT

は日本の地域づくり・まちづくりに貢献するという
ことである。
　まちづくりはすべてがオーダーメードである。例
えば小さな施設づくり一つとっても，企画立案の検
討からはじまり，計画案の設計や関係者との調整，
施工，そして施設完了後運営から維持管理に至るま
での一連の作業は，すべて行政や住民による手作業
となる。
　そこに手抜きは許されないし，専門の業者やコン
サルタントを使うにせよ，常に主体的な態度で判断
することが求められている。まさに，LBT の基本的
理念や作業工程は，住民参加型のまちづくりの活動
そのものといえる。
　LBT は何もスコップやツルハシを使って，道直し
をする活動だけに限定するものではない。地域の住
民が自分たちの身の回りのインフラを，常に自分た
ちのものとして考え，明確な役割分担のもと，自分
たちにも可能な行動として実行に移していく行為，
その理念そのものが LBT なのだといえる。
　LBT の理念は，都市に生活する人を含め，これか
らの日本のまちづくりにおいて重要な要素となる。
地震，災害，あるいは紛争といった非常事態のみな
らず，少子高齢化による人材不足や財政難を解決し
ていく手段として，LBT は決して時代遅れの工法で
はない。
　アフリカなどの地方部において LBT が適用され
ている理由は，大きな建設会社が参画するには会社
としては採算性やうまみが少ないような地方のイン
フラ整備事業に対して，労働力や財源などその地域
の資産を活かすことにより，実現化を図ろうとして
いるためである。
　つまり，LBT は，工事現場における人手や資金不
足を解消するための工夫された取り組みであり，日
本が直面しているような地方の活力低下により行政
が十分なサービスが果たせなくなっている今日の現
状においてこそ，実は効力が発揮される工法なので
ある。
　また，LBT は参加者が自らの工夫することにより
実施する事業であることから，人材育成の側面も有
している。意識が高く，率先して LBT を実践でき
る市民を育てること。LBT を経験して育てられた人
材は，これからのまちづくりに重要な原動力として
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期待できる。
　さらに，下條村の事例から得られるもう一つの教
訓は，LBT は日本の老朽化したインフラの維持管理
に特に貢献するということである。
　財政難や建設関連の人材不足の影響もあり，日本
のインフラの維持管理は，今後さらに深刻な事態を
迎えていくことが予想される。LBT はこのような財
政的に厳しい局面において，より有効性が高い工法
である。下條村の事例では，道路改良舗装工事の場
合，費用は僅か 1/10 という結果もでている。また，
行政による住民の活用に加えて，施設の管理運営主
体を民間に移行する「指定管理者」などの事例も益々
増えていくであろう。
　地域の住民にとっても，今後は，市民意識の向上
に加え，自ら一定のまちづくり能力を向上させてい
く必要性がある。これからのインフラ維持管理活動
は，専門家のみならず，当然地域住民の理解と積極
的な参画があってこそ成立するものである。これら
の技術や活動の裾野を支える地域の住民に期待され
る役割は極めて大きい。
　新しい時代に向けた LBT とは，「民間（住民）の
活力を最大限に発揮させるため，複雑・多様化する
価値観や事業手法を反映し，より進化し，かつ柔軟
なアプローチによるインフラ整備の手法」だと再定
義できる。
　つまり，住民や民間がインフラ整備の主体である

ことは変わらないが，単に工事に参加するだけに留
まらず，計画策定，技術開発，財源確保の場面で主
体的に関与する，これまでにない新しい取り組みに
よる課題解決手法である。このように再定義される
LBT は，民間活力を図るうえでも，極めて高度な手
法なのである。
　このように，時代や地域環境に合わせられる柔軟
性，事業費用が廉価だという財源の削減効果，そし
て地方創生に不可欠な地域における連帯感の強化や
新しいプレーヤーの参加を促す人材育成の面からも，
LBT は老朽化したインフラ整備に向けて有効な切り
札となりうる可能性を秘めている。
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■社会資本の限界と変革への要請

　戦後の復興と高度経済成長を背景に，日本は短期
間で大量のインフラ整備を行い，道路，橋梁，上下
水道，港湾，ダム，河川構造物，送電網などが全国
に張り巡らされた。これらのインフラは，当時の人
口増加と都市化を背景に急速に拡充され，現代の社
会基盤を形成する礎となった。しかし今，これらの
社会資本が築 50 年，60 年という節目を迎え，老朽
化に起因する事故や機能停止が全国で発生している。
　たとえば，2025 年に埼玉県八潮市で発生した道路
陥没事故では，地中空洞によって走行中の車両が落
下し，痛ましい死亡事故につながった（図1）。同様
の事故は韓国やイギリス各地でも近年報告されてお
り，インフラの老朽化はもはや局所的な課題ではな
く，全世界共通の問題であるといえる（図 2）。
　この老朽化は単なる「設備の劣化」ではなく，「社
会機能の基盤そのものの損耗」として捉えるべきで
ある。物流が止まれば供給網が崩れ，橋梁が崩れれ
ば生活動線や救急搬送に影響が及ぶ。都市機能の麻
痺，産業活動の停止。さらには人命への直接的な危
機が潜んでいる。
　さらに深刻なのは，その多くが「目に見えない場
所」に存在していることである。地中に埋設された
水道管やガス管，通路下の空洞，トンネルや橋梁内
部の腐食など，従来の点検方法では把握困難な部分
が非常に多くを占めており，これらの「非可視空間」
は，点検・管理の盲点となってきた。
　日本全国のインフラを維持管理するには膨大な財
源が必要となる。国土交通省の試算によれば，適切
なタイミングでの修繕を実施する「予防保全」を徹
底すれば，損傷が表面化してから対応する「事後保
全」に比べて，今後 30 年間で最大 85 兆円もの維持
管理・更新コストを削減できる可能性がある。これ
は単なる予算の節約ではなく，国家全体の経済活動
の効率性や，持続可能な社会保障・地域づくりに直

結する極めて重要な課題である。
　一方で，目視や従来のマンパワーに大きく頼った
点検だけでは，地下の埋設管や構造物内部の劣化を
早期に検知することは困難であり，損傷が表出した
段階ではすでに深刻化しているケースも少なくない。
構造物の内部に留まっている初期のひび割れや空洞
を，外部から非破壊かつ効率的に捉える技術の導入
こそが，予防保全を現実のものとする糸口となる。
　こうした課題に対応するためには，従来の「壊れ
てから直す」事後保全型の管理から，「壊れる前に察
知し予防する」予防保全型の戦略への移行が不可欠

寄稿

インフラの未来を支える「予防保全」と維持管理の革新
―非可視領域を見える化する新技術の挑戦―

東京大学生産技術研究所　准教授 水谷　司

図 2　韓国ソウル市の道路陥没事故（2025 年 3 月発生）
https://mainichi.jp/articles/20250325/k00/00m/030/092000c

図 1　埼玉県八潮市の道路陥没事故（2025 年 1 月発生）
https://www.tokyo-np.co.jp/article/384286
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である。そしてその実現には，技術的イノベーショ
ン，制度的支援，人材育成が求められる。

■�車載型高速レーザー・レーダーと解析技術
の高度化への期待

　構造物の外観が良好に見えていても，内部には進
行性の劣化や損傷が潜んでいることがある。特に，
路面下の空洞や，理設配管の腐食，トンネル裏面の
空洞や漏水などは，従来の点検手法では把握が困難
であり，これらの領域をいかに“透視”するかが，
現在の技術開発の重要なテーマとなっている。
　この課題に対し，近年では「非破壊・高速・高解像
度」を兼ね備えたセンシング技術の開発が進んでい
る。特に注目されているのが，地中レーダー（GPR）
と LiDAR の統合的活用である。GPR は電磁波を用
いて地下構造物の位置や形状を把握する技術であり，
複数のアンテナを横方向に配置したマルチチャンネ
ル方式により，三次元的な空間データを高速に取得
することができる。
　 一 方，LiDAR （Light Detection and Ranging）
は，レーザー光を対象物に照射し，その反射光を測
定することで，表面の三次元形状を高精度に把握す
る技術である。LiDAR は構造物のミリ単位の変位や
ひび割れのモニタリングにも有効であり，ドローン
や車載型システムと組み合わせることで，アクセス
困難な高所や暗所，さらには供用中の道路路面にお
いても，広範囲かつ高密度な情報収集が可能となっ
てきている（図 3）。
　さらに，これらのセンサーを車両に搭載し，時速
80 km 以上の走行中でも安定したデータ取得が可能

な高速車載型計測システムも開発されている。従来
は人力で1日あたり数百メートルしか調査できなかっ
た道路に対しても，現在では 1 時間で数十キロメー
トルの計測が可能となり，点検の広域化と頻度向上
が実現されつつある。これにより，予防保全の実行
可能性が飛躍的に高まっている。
　センサー技術の進化によって大規模かつ高品質な
データが得られるようになった現在，次なる課題は

「得られたデータをいかに迅速かつ正確に解釈する
か」に移りつつある。従来，点検結果の分析は専門
技術者の経験と直感に依存しており，判断の属人性
や処理時間，コスト面での課題が指摘されてきた。
　こうした中，AI（人工知能）を活用したデータ解
析手法が，インフラ維持管理の現場において急速に
注目を集めている。特に，ディープラーニング（深
層学習）による画像認識技術や時系列解析技術は，
レーザー・レーダー画像の解析において，その有効
性を高めつつある。
　たとえば，GPR で得られた三次元データをボクセ
ル化（立体ピクセル化）し，畳み込みニューラルネッ
トワーク（3D－CNN）や信号処理を適用することで，
空洞や埋設管といった構造物を自動抽出する手法が
一部実用化されている（図4）。また，自己教師あり
学習を用いて，ラベル付けされていない大量の実測
データから特徴を抽出し，少量の教師データでも高
精度な推定モデルを構築する試みも進行中である。
　AI を用いた解析支援システムは，現場の技術者に
とって「第 2 の目・脳」として機能する可能性を秘
めている。たとえば，AI が自動で危険箇所を抽出
し，それを点検員が現場で確認する「ハイブリッド
型点検」は，精度と効率を両立する実践的手法とし
て注目されている。
　ただし，AI 技術の適用には課題も多い。学習デー
タの偏りによる誤認識，センサーのキャリブレーショ
ン不良に起因する誤差，判定根拠がブラックボック
ス化することなどが代表例である。これらのリスク
を低減するためには，AI と人間が互いに補完し合う
運用体制や，結果の可視化・説明可能性の確保が不
可欠である。

図 3　車載型レーダー・LiDARセンシング技術
（株式会社土木管理総合試験所提供）
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■「四次元透視」がつくるインフラ診断の革新

　著者らの研究グループでは，将来的に自動運転技
術をインフラ点検に活用する構想を視野に入れてい
る。自動運転車両を用いることで，同一ルート・同
一条件下での高頻度かつ高精度な再計測が可能にな
ると考えており，これにより三次元的な可視化に「時
間軸」の概念を加えた新たな診断アプローチ―すな
わち「四次元透視」を提唱している。
　この「四次元透視」とは，地理的な三次元空間

（縦・横・深さ）に加え，時間的変化を連続的に捉え
るものであり，見えない空間の動的特性を把握する
ものである。このアプローチによって可能となるの
が，「損傷の進行プロセスの解明」である。たとえ
ば，舗装内部で初期段階のひび割れが徐々に進行し，
やがて空洞化に至る過程を，数ヵ月単位で定点観測
し，AI で時系列モデリングすることで，事故が発生
する前に危険箇所を特定し，予防的な対応を講じる
ことが可能となる。
　こうした四次元情報を活用するには，定期的な同
一地点での再計測が前提となる。従来の人手点検で

は，同じ角度・座標・精度で再観測することは困難
であったが，近年の高精度 GPS や，路面内部・路上
のリファレンス物体の高精度検知技術の導入により，
センチメートル単位の誤差で位置再現が可能になる
と考えられる。
　これが実現すれば，取得した複数の三次元データ
を時系列で重ね合わせ，差分ボクセル解析や三次元
セグメンテーションなどの手法により，構造物の「ど
こが，どの程度，どの方向に」変化しているかを定
量的に解析できるだろう。
　さらに，こうして蓄積された時空間データは，AI
による未来予測の学習素材としても極めて有用であ
る。過去の劣化パターンに加えて，気象や交通荷重，
施工年代といった条件を組み合わせることで，劣化
が集中しやすい部位や時期を事前に把握し，最適な
保全タイミングを自動的に設計する技術への展開も
期待できる。

■�社会実装に向けた制度設計と人材育成の重
要性

　どれほど技術が進化しても，それを支える制度や
社会環境が整っていなければ，現場への本格的な実
装にはつながりにくい。インフラ維持管理の分野で
も同様であり，高度なセンシング技術や AI 解析が
存在しても，それを十分に活用するためには，制度
面での環境整備が不可欠である。
　現在の日本のインフラ点検制度においては，技術
の急速な進展と制度との間にギャップが残されてい
る場面も見受けられる。たとえば，AI による異常検
知結果をどのように公式な判断に位置づけるか，あ
るいは GPR 等の非破壊検査で得られたデータをどの
範囲まで補修判断に用いるかといった点では，明確
な運用指針の整備が今後の課題となっている。
　一方で，制度面での前向きな動きも始まっている。
たとえば，複数のインフラ管理主体にまたがるデー
タ連携を可能にする仕組みとして，「xROAD」など
の横断的な情報基盤の導入も始まっている（図 5）。
また，令和 6 年版の橋梁定期点検要領では，各種基
準を管理者の判断で設定できるよう柔軟性が高めら
れており，現場の多様な状況に応じた運用が可能と
なってきている。

図 4　三次元レーダーデータからの埋設管位置の高精度検出
T. Mizutani et al., “The 3D Localization of Subsurface Pipes 
from Ground Penetrating Radar Images Using Edge Detection 
and Point Cloud Segmentation,” Measurement(Elsevier), Vol. 
236, Article Ref.115102, 2024. (DOI: 10.1016/j.measurement. 
2024.115102) (Published on Aug. 15, 2024)
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　ただし，インフラは道路，上下水道，橋梁など多
岐にわたり，それぞれが異なる管理主体により運用
されているため，制度整備には特有の困難さが伴う
ことも事実である。こうした中で，データの標準化
や共有体制の構築，点検記録の管理基準の統一，さ
らには AI 活用時の責任所在など，制度面でのさら
なる調整と対話が求められている。
　制度整備を進めるにあたっては，現場の実情を踏
まえた段階的な導入と，自治体や関係機関の連携を
促すフレームワークの設計が重要である。技術の導
入を支える制度面での追い風も吹き始めており，今
後は技術と制度の相互補完を通じた持続的な社会実
装が期待される。
　技術の社会実装を進めるうえでは，それを活用で
きる人的リソースの確保と育成も重要な要素である。
特に現場での技術適用において最大の障壁は「技能
継承」と「技術リテラシーの格差」である。高齢化
が進む中，若手技術者の確保が困難となっており，
GPR や LiDAR といった先端機器を用いた点検・解
析業務には専門的な知識が求められる。
　この問題に対しては，実地教育の強化やベテラン
技術者による OJT の体系化，VR/AR を活用した技

能トレーニングの導入などが注目されている。また，
AI やレーダー・LiDAR データ解析を用いる現場で
は，「データリテラシー」が不可欠であり，異常箇所
を自動抽出するだけでなく，その意味を正確に解釈
し，保全計画に反映できる能力も求められる。
　これは従来の点検員にはなかった新たなスキル
セットであり，大学教育・職業訓練・企業内研修を
通じた体系的な育成が必要とされる。また，スマー
ト点検支援ツールの整備（タブレットによる現場入
力，クラウド管理，AI の可視化表示）も，現場の効
率化と意思決定の迅速化に寄与する。

■インフラを「透視」で守る

　現在，内閣府が実施している大規模研究開発プロ
ジェクト「戦略的イノベーション創造プログラム」
の号令のもと我々の研究チームでは社会実装を模索
している。その代表例の一つが，長野県千曲市で実
施された走行型 GPR・LiDAR 計測による大規模調
査である。この実証では，約 128 km におよぶ道路
区間を車載型センサーで走行し，橋梁，マンホール，
埋設管の位置を高密度に検出している（図 6）。

図 5　国土交通省 道路データプラットフォーム「xROAD」
https://www.xroad.mlit.go.jp/
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　特筆すべき点は，実測データをもとに AI が自動
分類・解析を行い，従来の打音検査や目視検査と同
等以上の精度で損傷の位置を完全無人で特定するシ
ステムを構築している点にある。さらに，地理情報
システム（GIS）と連携させることで，補修履歴や
点検記録を空間的に一元管理できるプラットフォー
ムとしての展開も進められている。この千曲市での
実装事例は，予防保全の有効性を地域単位で検証し
た先進的な取り組みであり，今後の全国展開に向け
た重要な実証の足がかりとなっているといえよう。
　インフラ維持管理のあり方が大きく変わろうとし
ている今，予防保全という概念は単なる技術革新に
とどまらず，社会全体の価値観や判断基準にまで影
響を及ぼす転換点を迎えている。
　私たちはこれまで，技術的な難しさから，目に見

える損傷や事故が起こってから初めて対応するとい
う「事後保全」に主に頼る構造の中で暮らしてきた。
しかし，これからの社会が求めるのは「未然に防ぐ
力」，すなわち未来を透視し，備え，選択する能力で
ある。その中心にあるのが，地中レーダーや AI 解
析によって得られる可視化データと，それを制度や
人の営みに融合させていくための社会的仕組みであ
る。
　予防保全の実現には「技術・制度・人」の三要素
が不可欠である。どれか一つが欠ければ，たとえ優
れたセンサーや解析モデルが存在しても，それが日
常的な維持管理として機能することはない。技術を
現場に届ける制度，制度を支える人材，そして人材
を育てる教育と価値観，これらが有機的に結びつく
ことで，初めて未来志向の社会インフラが可能とな

図 6　�車載型レーダー・LiDAR データの統合解析による路面・路面化
空間の可視化と広域マッピング

（内閣府第三期戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）で実施中）
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る。
　また，「透視」という視点は，単なる技術面ではな
く，倫理的な意味も持つと考える。未来を見通し，
そこに備えるという行為は，先人たちがこれまでも
命がけでしてくれたように，我々も次世代に対する
責任をもった態度を示すということになる。予防保
全とは「壊れたものを直す」のではなく，「壊れる前
に気づき，守る」ことである。
　そしてそれは，持続可能性，安心，安全といった
社会的基盤そのものを支える根幹となる考え方であ
る。
　インフラの未来とは，技術の未来であると同時に，
社会の未来そのものである。高度なセンサーや AI
のような新技術を正しく社会に位置づけ，制度と文
化の中に根づかせていくこと，それこそが，我々が
目指すべきインフラの姿である。
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研究助成事業報告

機械学習を用いた建設現場の労働環境・生産性データ収集分析システム
構築に用いる各種端末開発

助成研究期間：2021 年 10 月 1 日～ 2025 年 3 月 31 日
東京都市大学建築都市デザイン学部都市工学科　准教授 五艘　隆志

大成ロテック株式会社技術本部技術部技術指導室　課長代理 武藤　一伸

1．目的

　本研究は既存のワークサンプリング手法による生
産性情報の把握を，センシング技術を用いた HAR

（Human Activity Recognition）手法と深層学習を
組み合わせることで，建設現場作業員の従事してい
る作業状況を自動的かつ定量的に把握することを目
的とする。これにより得られたデータと実際の現場
の状況把握によって，工程や動線の問題抽出と見直
しや，新工種などの導入効果を統計情報に基づいて
定量的に示すことができる「生産性向上とワークフ
ロー改善のためのツール」の基盤とすることを目指
すものである。また，頭部を中心にセンサを配置す
るため，労働災害の防止や事故時の早期対応などへ
の活用ができるような情報の収集を包括的に行える
労働安全管理システムとしての基盤としても期待で
きるものである。
　前者の生産性向上ツールとしては，人手を介さず
自動的で一定の精度かつ継続的にデータを収録する
ことが必要である。取得するデータは現場作業者が
各作業に従事した時間の長さ，作業場での移動など
の位置情報，ヘルメットに装着した IMU（慣性計測
ユニット：Inertial Measurement Unit）によって計
測される加速度などである。本研究ではこれらのデー
タから深層学習によって作業員ごとの作業環境や労
働強度，建機との近接・落下事故の予防，生産性低
下要因の抽出などの直接的に改善可能な項目を判別
できるシステムの開発を行う。

2．対象とした工種・職種

　本研究では作業員が時間と共に一定方向に展開し
ながら作業を行う屋外の舗装工事を対象とした。屋

外の舗装工事は，ベースペーバによる舗装材の敷均
し，振動ローラとタイヤローラによる転圧作業から
なる繰り返し作業を行う。また進行速度がゆるやか
であり，屋内の施工などと異なり頭部付近に障害物
が存在しない。さらに，作業員の職種ごとに重機操
作・レーキによる圧密・スコップ等の使用など作業
内容が異なり，職種ごとの動作分析の簡便性も期待
されることからこれを採用した。
　また，舗装工事においては一方向へ建設機械を移
動させながら，進行方向側から資材を投入し，建設
機械の後方から道路が形成されていく。舗装工事の
一連の流れにおける職種として，建設機械（ベース
ペーバ，振動ローラ，タイヤローラ）の運転者のほ
かに，ベースペーバの側方機械を操作するオペレー
ター補助者，敷き均した材料を適切に調整する作業
者など複数の作業に応じたものが存在する。データ
サンプリングに際してはこれら全ての職種を対象に
サンプリングを行った。

3．既往研究

⑴　�建設産業における標準的な生産性管理データ
の収集方法とワークサンプリング手法

　我が国における建設工事の歩掛調査や労務費調査
は印刷された調査票を配布・回収する形でデータの
収集が行われている。受注者は歩掛調査の対象現場
の施工数量，作業員の人数，職種，就業時間数，使
用機械器具の台数と使用時間数などの項目を調査票
の様式に従い記録している。これは各現場の労働環
境や物的生産性（作業歩掛）の実態把握を行うもの
である。
　一方で，米国を中心として 1980 年代からワークサ
ンプリング調査による建設作業員の生産性管理デー

一般財団法人建設物価調査会は，建設業界の発展に寄与するため，建設工事の積算，価格情報及びその利活用方
策に関する研究を助成している。当該論文は 2021 年度研究助成事業の成果を取りまとめたものである
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タの取得の取り組みが行われている。この手法自体
は我が国の製造業などにも広く導入されている。草
柳1）はワークサンプリング調査に先立ち，表－1に示
すような建設現場作業で採取されたサンプルを分類
する作業動作区分を設定した。「直接生産動作」とは
生産性に直接結びつく作業動作である。「補助支援動
作」は生産性には直接結びつかないが，直接生産動
作を補助・支援するための動作である。「作業遅延動
作」は直接生産動作や補助支援動作の進行を阻害し，
遅延させる動作を指している。このイメージを図－1
に示す。
　しかし，本手法は多くの時間を要し，専門的知識
が必要で人員的コストがかかることなどの点から，
建設現場において日常的に活用する管理方法として
現実的ではなく，そのことが我が国建設業において
展開されない原因となっているものと考えられる。

⑵　建設業における動作把握・モニタリング手法
　建設分野における国内外のモニタリングシステム
については，手法と目的の違いによって分類ができ
る。モニタリングの手法については，「映像による認
識（computer vision–based methods）」「音による
認識（ audio–based methods ）」「運動による認識

（kinematic-based methods）」の 3 種類である。運
動による認識についてはウェアラブルセンサによる
サンプリングや位置情報による動線把握などが主で
ある。目的については「労働安全」と「無人運転」
に関わる現場全体の把握を行うためのモニタリング
システム構築の傾向がみられた。
　特に国内での事例について，ウェアラブルセンサ
の活用事例としては，作業員に取り付けた加速度セ
ンサを用いて，鉄筋の巻き立て作業のみをサンプリ
ングすることで，作業者が鉄筋の巻き立て作業とそ
れ以外の動作を行っているかを高精度で検出する取
り組み2）が存在する。
　映像分析手法については，定点カメラから撮影し
た映像で資機材の物体検知を行い，資材の重量や位
置情報と統合して出来形を推定し，物的労働生産性
を計測する取り組み3）がある。
　また，GPS 等の位置情報を 3DCAD モデルと統合
することによって作業員とクレーンとの接近状況を
検出し，労働災害が起きる危険がある場合にそれを

アラートするシステム4）なども存在する。
　こういった建設業での現場モニタリングならびに
動作把握事例は i-Construction の潮流から多様な方
法で実施されているが，生産性向上のための大局的
な現場のモニタリングについては事例が少なく，さ
らなる発展が求められている。

⑶　生産性動作分類システム開発の経緯
a）五艘らによる ZigBee を用いたシステム
　本研究の基盤としてシステム構築を試みた五艘
ら5）などは 3 軸加速度計と ZigBee を用いた専用端末を
開発し，併せて生産性区分の判別基準プロトタイプ
の構築を行った。課題としては生産性区分判別基準
のプログラム化や機器の小型化と価格の低減という
ことが残されていた。
b）�大澤らによる事前分類と機械学習の組み合わせ
による生産性動作分類システム

　大澤ら6）－8）は，作業員に市販 3 軸加速度計，GNSS

図－1　建設現場における生産性動作の区分のイメージ

表－1　建設現場における生産性動作の区分とその構成要素
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センサ，温湿度計を装着し，加速度情報データと位
置情報データを組み合わせてデータを統合し，これ
を SVM（ Support Vector Machine ）や FFT 解析
等によって生産性動作を分類する取り組みの枠組み
を構築した。このシステムでは手作業によって各動
作区分の判別処理を行う際の閾値を設定しなければ
ならないこと，またその閾値設定などの基準に測定
者の主観が混在するため，他の工種や，同工種であっ
ても条件が異なる現場などでの適用が難しいといっ
た課題が残されていた。

⑷　�他分野におけるHAR（Human Activity Rec-
ognition）に関する研究9）－11）

　HAR（Human Activity Recognition）の分野は，
センサデータやビデオ映像などから得られる情報を
活用し，人が行う多様な活動や動作を識別すること
を目的とし，ヘルスケア，スポーツ，セキュリティ，
およびユビキタスコンピューティングなどの多岐に
わたる応用分野で活用されている。
　2010 年以降の研究では，ディープラーニングや畳
み込みニューラルネットワーク（CNN），リカレン
トニューラルネットワーク（RNN）などの深層学習
手法が適用され，複雑な活動パターンの抽出や変動
に対する堅牢性の向上が図られている。たとえば，
サッカー選手のシューズに取り付けたトラッキング
データとサッカーボールの軌跡データ，定点映像を
組み合わせて選手の活動認識モデルを作成すること
で，パスの回数やシュートの回数やその時の運動強
度，ボールの位置に応じた選手の位置取りなど集団
の動き（イベント）を高精度で検出できることが報
告9）されている。
　また，ブレイクダンスを対象に，加速度計を組み
込んだ靴によって自然な環境下でのダンス動作を自
動的に判別・可視化し，17 種類の動作で分類し，そ
のダンス全体のオリジナリティーを評価しダンサー
にフィードバックするといった取り組み10）も報告さ
れている。
　介護分野における HAR 研究事例として，スマー
トフォンに搭載された IMU で取得したデータを深
層学習手法を用いて医療データと紐づけて動作認識
を高精度で行う例11）が報告されている。
　セキュリティ領域では不審な行動の検知に利用さ

れている。今後，より多様で複雑な状況における高
度な活動認識技術の開発が期待されている。

⑸　深層学習を用いた時系列データ分類
　本研究では時系列情報を保持したまま分類が行え
る深層学習手法として CNN，LSTM，Transformer，
GBDT（勾配ブースティング決定木：Gradient Boosting 
Decision Tree）などの検討を行った。CNNやLSTM
は 3 軸加速度と時間情報を同時に扱う上で必要とな
る多次元情報処理に不可欠なテンソル演算が容易で
あることから加速度計を用いた HAR で盛んに活用
されている。この特性から本研究では CNN および
LSTM のアルゴリズムを使用することとした。
a）CNN（Convolutional Neural Network）の概要
　畳み込みニューラルネットワーク（Convolutional 
Neural Network, CNN）は，特に画像処理分野での
革新的な進展に寄与したアルゴリズムである。
　基本的な構造は，畳み込み層（Convolutional Layer），
プーリング層（Pooling Layer），全結合層（Fully 
Connected Layer）から構成される深層学習モデル
であり，畳み込み層が画像の特徴を抽出し，プーリ
ング層が特徴のサイズを削減することで計算効率を
向上させ，最終的に全結合層がクラス分類を行う。
畳み込み層では，入力データに対して畳み込み演算
が行われる。畳み込み演算は，カーネルまたはフィ
ルターと呼ばれる小さな重み行列が入力データに適
用され，新しい特徴マップが生成される。畳み込み
演算は以下の数式で表される。
　S（i, j）=（I*K）（i, j）�

=∑m∑n I（m, n）・K（i－m, j－n）　

　ここで，S（i, j）は出力の特徴マップの要素，I は
入力データ，K はカーネル行列である。畳み込み演
算は，入力データ全体に対してフィルターをスライ
ドさせながら適用され，新しい特徴マップが生成さ
れる。
　また，プーリング層は，畳み込み層で得られた特
徴マップのサイズを削減し，計算を効率化するため
に使用される。代表的な手法であるマックスプーリ
ングは，特定の領域から最大値を取り出して新しい
特徴マップを生成する。マックスプーリングの数学
的表現は次のようになる。
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P（i, j）=maxm, n S（i×s＋m, j×s＋n）
　ここで，P（i, j）はプーリング層の出力の要素，S
は前の畳み込み層の出力，s はストライドである。
プーリング操作により，特徴の空間的な情報を保持
しながら次元を削減し，計算効率を向上させること
ができる。
　畳み込み層とプーリング層の後には，全結合層が
続く。全結合層では，前の層の全てのユニットが次
の層の各ユニットと結合され，最終的な出力が生成
される。通常，ソフトマックス関数が用いられ，ク
ラス分類の確率分布を得ることが目的とされる。

yk=
ezk

　　　∑j e
zj

　ここで，yk はクラス k への確率，zk は入力ベクト
ルに対するクラス k のスコアである。ソフトマック
ス関数により，ネットワークは入力データが各クラ
スに属する確率を出力する。
b）LSTM（Long Short-Term Memory）の概要
　また，LSTM（Long Short-Term Memory）は，
時系列データの処理において長期的な依存関係を捉
えるために開発されたリカレントニューラルネット
ワーク（RNN）の一種である。
　基本的な構造は，セル状態（cell state）とゲート
と呼ばれる情報の流れを制御する仕組みから成り立
つ。
　まずその時点におけるデータを受け取る入力ゲー
トは

it=σ（Wii xt＋bii＋Whi ht－1＋bhi）
C̃t=tanh（Wic xt＋bic＋Whc ht－1＋bhc）

で表される。ここ it では入力ゲートの出力，xt は入
力，ht－1 は前の時刻の隠れ状態，W は対応する重み
行列，b はバイアス項である。また，σはシグモイド
関数，tanh はハイパボリックタンジェント関数であ
る。
　そして忘却ゲートは ft を出力として次のように表
される。

ft=σ（Wif xt＋bif＋Whf ht－1＋bhf）
　これらの情報からセル状態の更新を次のように行
う。

Ct=ft・Ct－1＋it・C̃t

　そして最終的な出力は次を得る。
ot=σ（Wio xt＋bio＋Who ht－1＋bho）

ht=ot・tanh（Ct）
　ここで，ot は出力ゲートの出力，ht は LSTM の最
終的な出力である。ハイパボリックタンジェント関
数で活性化し，それに出力ゲートの出力を適用する
ことで，最終的な隠れ状態が得られる。LSTM はこ
れらのゲートメカニズムによって，長期的な時系列
データの依存関係を捉え，勾配消失問題を軽減する
ことができる強力なモデルとなっている。
　本研究では後述の方法によって 3 軸の加速度を画
像化することで CNN ならびに CNN ＋ LSTM を用
いて時系列情報を保持したまま加速度による生産性
動作分析を行うシステムを構築した。

4．�建設現場特有の作業データ取得と教師デー
タ作成について

⑴　現場におけるデータ取得環境
　舗装工事を対象にデータサンプリングを行った。
センサの装着や実際のサンプリングの様子を図－2～
4に記す。基本的な流れは複数センサの電源入力，時
刻合わせ，軌道確認，作業員への趣旨説明と装着と
なる。なおこの手順は複雑であり，最終的には 6 章
⑸に述べるAndroidアプリケーション構築に至った。
　路盤工や基層工の組み合わせ施工では，重機作業
者とそれ以外の作業者が同一方向に進み，相対的な
位置関係が維持されるように撮影上の配慮を行い，
作業データを取得した。
　サンプリングに使用したデバイスは 3 軸加速度計

図－2　ヘルメットへのセンサ類装着及び
Bluetooth での接続状況
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を有するIMUとして WT901BLECL（Shenzhen Wit 
Intelligent Co., Ltd.），そしてそのデータロガーとし
て moto e7 （Motorola Mobility LLC.）を使用した。
またIBS－TH2 PLUS（Shenzhen Inkbird Technology 
Co., Ltd.）によって温湿度のデータも同時に取得を
行った。
　IMU のサンプリングレートは 50Hz で設定し，1
秒間に X，Y，Z の各軸方向の加速度を 50 データ取
得できるように設定した。IMU による加速度の取得
に併せて教師データのラベル作成の為 1 秒間ずつの
行動をマニュアルサンプリングによって記録した。
正解ラベルは後述の 5 項目の単純動作について作成
した。

⑵　建設現場特有の動作と生産性動作区分
　既往の HAR 分野における基礎研究では，「立つ」

「座る」「歩く」「走る」など単調で継続的な動作の分
類が主となっている。しかし，本研究で対象とする
舗装現場での作業は，そういった基本動作を多く有
するものの，多岐にわたる建設現場の工種・作業に
おいてそれぞれが複合的な動作となっており，既存
の方法のままでは特徴が抽出しづらい。くわえて，

「歩行」などの単純動作だけに焦点を当てると，歩行
を伴う整地作業（歩行あり / 作業あり）と重機を操
作して土を敷き均す作業（歩行なし / 作業あり）と
現場から事務所への移動（歩行あり / 作業なし）の
ように直接生産性に寄与する動作とそうでない動作
を明確に区分することが難しい。
　そのため判別の詳細度によらず，既存の HAR で
行われているような単純な動作をそのまま表－1に示
した既存の生産性動作区分 3 項目とそれを構成する
作業構成要素区分 9 項目に結び付けることは適切で
はないと考えた。

⑶　�データ作成にかかわる課題と本研究における
動作の定義

a）大澤の分類
　大澤の先行研究では動作を草柳の生産性動作判別
に合わせるために，複数の数学的手法を組み合わせ
ることで最終的な生産性動作区分に適切に分類され
る設計であった。分類に使用された特徴量は「変動
の有無」「定常性の有無」「加速度の平均値」「加速度
の標準偏差」「姿勢角（ピッチ角）」「加速度の FFT
解析」となっておりそれぞれ高精度となるように各
データ算出の為に閾値の設定を都度行う必要があっ
た。また，職種によって判別基準を変更せざるを得
ないため一定の基準で安定して精度を確保するのが
困難であった。
b）5 種類の単純動作の組み合わせ
　本研究では可能な限り自動的かつ判別処理におけ
る主観的な判断を排除することで一定の信頼性を確
保することを目指した。
　まずは職種に依らず，「作業の有無」と「歩行の有
無」でのみ動作を捉えた。作業を行っているかどう
かについては生産性動作区分に則った基準に準拠し
つつも，主観的にその結果を判断することとなるが，
それに加えて原則として上肢，上体が一定以上の動
きを有しておりかつそれが生理現象に由来しないも

図－4　作業状況と撮影状況

・センサ類をヘルメットに装着

・スマートフォンを胸ポケットに入れる

図－3　作業員のセンサ類装着状況
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のとした。また上肢・上体の動きを伴わない，ほぼ
静止状態で行う確認行動などは「作業なし」とした。

「作業あり」に分類される動作の多くが上肢・上体の
加速度変化で捉えられるものであるのに対し，図－4
の右端の作業員に見られるような確認作業などは何
かしら上肢・上体の動きを伴う作業を一時的に停止
して行う動作であることが多かったため「作業なし」
と判断することとした。
　この基準で得られた作業と歩行の有無については
取得した加速度データと紐づけて教師データを作成
した後，予備実験として CNN の実用性検証に用い
た。予備実験については 5 章で仔細をまとめるが，
概ね 8 割程度の精度で歩行の有無と作業の有無を判
別することができた。

表－2　単純動作の 5項目とその判別の基準

単純動作項目 判別の基準

歩行の有無
（walk）

その時間幅で歩行動作があったか
移動・運搬・作業に伴う歩行の区別を
問わない

前傾姿勢の有無
（bent）

前傾姿勢かどうか，また首が下を向い
ている動作であるか
鉛直方向から10 度以上の傾きがあるか

周期的・規則的な
動作

（repetitive 
motion）

スコップやレーキ，ランマーなどの一
定の小さい周期をもつ動作，また機械
の影響で一定の小さな加速度を計測さ
れると見込まれる作業動作

周期性を持たない
特徴的な動作

（characteristic 
motion）

主として，直接生産動作かつ周期性が
見込まれない動作
断続的ではあるが，その瞬間に作業し
ていると判断できる動作

分類に寄与しないが
大きい動作

（ineffective 
motion）

生産性動作区分に依らず，分類と関係
なく加速度が記録されてしまう「あく
び」「のび」「くしゃみ」などの生理現
象に由来する動作など本来の判別に
とってノイズになりうる動作

　また，この作業・歩行の有無だけでは直接生産動
作に該当しない動作の分類が困難であることが推測
されたため，建設現場作業のような複合的な動作で
あっても，その動作一つ一つには少なからず単純で
特徴的な要素が存在する，という仮定の下，分類に
影響を与えそうな単純動作を 5 つ設定した。設定し
た項目とその動作定義については表－2に示す。「歩
行の有無（walk）」「前傾姿勢の有無（bent）」「周
期的・規則的な動作（repetitive motion）」「周期性
を持たない特徴的な動作（characteristic motion）」

「分類に寄与しないが大きい動作（ineffective motion）」

5 つの単純な判別項目を設定した。
　歩行の有無（walk）については，その時間幅とそ
の前後で歩行動作があったかを判別の基準とし，補
助支援動作である移動・運搬と直接生産動作に伴う
歩行動作の区別は行わないこととした。
　前傾姿勢の有無（bent）については，首または上
体が一定以上の傾きを有している場合を対象とした。
本研究では 10 度程度の傾きがある場合は前傾姿勢で
あるとしたが，これらの基準についてはより詳細な
区別をすることで精度向上が見込める為，別途今後
の検討課題として考察を行った。
　周期的・規則的な動作（repetitive motion）につ
いては，極力あらゆる工種において適用できるレン
ジを持った判別項目になるように配慮しつつ，舗装
工事に多く見られたスコップやレーキ，ランマーな
どの一定の小さい周期をもつ動作から動作定義を
行った。想定される他工種での具体的な作業例とし
ては「コンクリートの流し込み」や「鉄筋の巻き立
て」などが含まれる。また本項目では重機の搭乗・
操作やコンクリートへのバイブレータなど，使用す
る建設機械や装置の影響で一定の小さな加速度を身
体に受けると見込まれる作業動作についても該当す
るものとした。
　周期性を持たない特徴的な動作（ characteristic 
motion）については，周期性を持つ・繰り返し動作
であると判断するには時間間隔の大きい動作や，連
続的な作業の中で特に加速度変動が大きく検出され
るような上体の動きがあったかどうかを動作の定義
とした。
　分類に寄与しないが大きい動作（ineffective motion）
については，長時間にわたる施工作業の間に発生す
る生理的な現象に由来する大きな動作を特定し，そ
れを従事している生産性動作区分と切り分ける意図
をもって設定した項目である。
　既往研究から 2 値分類や焦点を絞った動作の分類
は CNN や LSTM で高精度に行えることが示されて
いることから，同じ加速度情報から 5 つの単純な項
目で 2 値分類を行い，それぞれ学習することで，同
じ時間幅における動作に 5 つの特徴量を与えること
とした。
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⑷　教師データの作成
　教師データの作成にあたっては表－2の要件と実際
の映像を例として協議のうえ一定の基準を設定し，
クロスチェックを行いながら作成した。教師データ
は 1 秒間という短いピッチで作成しているほか，各
窓幅に 5 つの正解ラベルを持つため加速度データと
の時刻合わせが非常に重要となる。そのため作成に
当たっては現場でのサンプリング時にラベル作成用
の撮影データとロガーとなるスマートフォンの時刻
を定期的に確認し，全てが常に一致するように調整
を行った。また舗装工事は時間と共に施工箇所が移
動するため，撮影機材を複数用意し，多方向から撮
影し定期的に位置を移動させることで撮影の死角が
減るように調整を行った。
　また正解ラベルの作成は各映像データを複数人で
確認し，1 秒ごとに前後動作の影響を加味しつつ 5
項目全てにラベルを作成した。フォーマットについ
ては Python によってシステムの作成を行った関係
から取り扱いやすい csv 形式とした。

5．生産性動作システムの開発

⑴　既存システムの課題点
　数学的手法を組み合わせた既存の判別システムで
は 70％近くの判別精度を記録したものの，作業種別
ごとに手作業で閾値の調整を行うほか，適宜計算を
行うなど判別に際して人手によるチューニングを毎
回行う必要があった。また，SVM による 2 値分類で
は偏差のあるデータもある程度の精度をもって分類
できていたが，3 クラス以上になった際にはやや精
度が落ちる懸念があった。また事前に策定したルー
ルによって最後の生産性動作判別を行っていたため，
例外的な動作への対応が難しく，客観的な判断材料
として十分であると言い難い部分もあり，加えてデー
タの蓄積が困難な問題も確認されていた。

⑵　生産性動作分類システムの枠組みの作成
　これまでの課題を解決し，数学的に最適化が行え
て，かつバックプロパゲーション（誤差逆伝播法）
によって自動的にパラメタチューニング可能な深層
学習手法として CNN および LSTM を用いたシステ
ムの作成を行った。数学的手法を組み合わせた判別

のメリットはそのままに，アルゴリズムを，時系列
情報を保持可能な CNN に置き換えることで課題の
解決を目指した。
　設計としては CNN と LSTM のハイブリッド形式
とし，それぞれの出力を Affine によって結合するこ
とで最終的な出力を得るモデルを採用した。これは
CNN ＋ LSTM を使用している既往の研究ではその
適応箇所が明言されている例がなく，各アルゴリズ
ムを絡めたモデルの詳細は秘匿されていたことから，
2 つのアルゴリズムをそれぞれ用いて最終的な出力
に反映させる方法とした。本方式のほかに，畳み込
み・プーリングを行ったデータを窓単位で時系列ご
とに並べてスケーリングしたのちに，LSTM でより
大きい窓幅ごとの出力を得る方法なども検討の余地
があったため，その詳細は 6 章にて利点と共に示す。

⑶　システムの考案とアルゴリズムの選択
a）生産性動作判別システムの考案
　先に述べた課題の解決のほか，長期的な視点とし
てデータを蓄積して高精度に判別を行ううえで，アッ
プデートしやすく，また加速度以外の情報として位
置情報なども導入できるようなシステムが必要であ
る。本研究ではそれらを活用するシステムの骨子に
ついても設計の提案を行う。図－5に本研究で構築し
たシステムの全体像を示した。
　最終的には策定した 5 つの単純動作を出力とする
同様のモデルを複数作成し，これによって得られる
出力を入力としてさらにメタモデルに学習をさせる
ことでアンサンブル学習の手法である Stacking によ
る高精度化を目指した。一般的なアンサンブル学習
ではメタモデルの出力とベースモデルの出力は揃え
ることが多いが，本システムにおいてはよりベース
モデルの単純動作 5 項目よりも出力数を絞った 3 項
目の生産性動作区分という広いレンジで出力するこ
とを目指すため，実験的にこのような設計とした。
またベースモデルと出力が異なる点を補足する情報
として，位置情報など同時刻におけるその他の情報
についても取込可能である設計とした。
b）生産性動作判別システムの概念構築
　単純動作判別には既存の HAR でも積極的に導入
されている深層学習手法である CNN および LSTM
を採用した。
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　画像の生成手順は図－6に示すフローの通りである。
IMU から得られるデータは離散データであり，これ
は一般的な解析では十分ななめらかさを有している
ものの，建設現場の作業を生産性動作区分に応じて
判別するうえでは，その動作の複雑さゆえに得られ
る特徴が少ない。このことから，「波形的特徴」を持
ちながら，時系列の情報を広いレンジで特徴抽出で
きるような「画像的特徴」の両方をもつような画像
の生成を行った。本来であれば X, Y, Z の各軸の加
速度の離散データから波形的特徴を得るために時系
列でグラフ化する必要があるが，本研究では判別の
窓幅の最初の時刻を t1，終端時刻を tn とするように
トリミングを行ったのち，その時刻データを ∆t=1
セルずつずらして重ねてゆき，tn 行目までストライ
ドを行う。これによって t1 から tn までの行と列が生
成され，時間にして t2n までの時間情報を一枚の画像
とすることができる。この画像の特徴として，左上
に起点となる時間情報が 1 セル分，そこから右下に
かけて基点となる時刻 tn が近付くにつれて情報量が
1 セルずつ増えていき，tn を過ぎてからまた画像右
下の t2n に向けて 1 セル分ずつ情報が減っていくこと

により前後の時間情報を，時間幅が離れるにつれて
少なくなるようになっている。また，波形的特徴と
しては斜めに走る畝のように加速度の大きさに応じ
て濃淡が生成されるため，これを学習することで一
定の波形的特徴を維持している。CNN の特性上，畳
み込み処理において加速度変化を示すコントラスト

図－6　加速度データから画像の生成手順

図－5　システムの全体像
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（濃淡）の差を捉えることができ，特にエッジ処理と
呼ばれるコントラストの大きい部分でこの特徴を顕
著に把握することができるため本方式でも十分な活
用が見込まれた。
　今回は前処理として 150 データ（3 秒ごと）の窓
幅で切り取り画像として，150×150×3 のテンソル
に変換した。その後，畳み込みを行って特徴を先鋭
にし，時系列特徴が損なわれないようにマックスプー
リングを行った。さらに，50 データ（1 秒）ずつス
トライド幅を設けることで画像化後の 3 ～ 5 秒の時
間幅の情報を保持したまま LSTM での判別が行える
ように調整し，時系列情報を保持したまま動作判別
を行うモデルとした。
　また汎用性を確保するべく，活性化関数には先行
研究で活用されていた ReLU および Adam を用い，
出力層を判別項目に併せて適宜設定し，アーキテク
チャは判別項目（5 項目）で大きく変更せず学習さ
せるラベルを変更するのみにとどめた。また中間層
にはランダムにニューロンを消去し，一部のニュー
ロンを非活性化させ，学習を行うことで一部の信号
が伝播しなくなり，過学習を抑制することができる
ドロップアウト法を採用し，また計算コストと精度
の兼ね合いからニューロン数はそれぞれ 60，中間層
を 2 層に留めた。
　また LSTM は時系列データに特に適しており，過
去の情報を長期的に保持することができるモデルで
あるため前後数秒間を考慮する回帰ネットを作成し
そこに LSTM を適用した。記憶の保持については
LSTM を用いることで，センサデータの時間的な依
存関係を学習し，より複雑な時系列パターンを捉え
ることが可能となる。
　総括すると，CNN は時間的・空間的な多次元の特
徴抽出に優れ，LSTM は時系列データの長期的な依
存関係を考慮する点で優れる。これらの手法を組み
合わせることで，センサデータの系列情報を最大限
に活用できるシステムを目指した。

⑷　深層学習を用いた単純動作分類
　まず試験的に「歩行」と「作業」の有無を判別す
る CNN のみの判別モデルを作成した。学習データ
は 6 名の人員に端末を装着して，得られた 90,000
データ，約 30 分間の動作を畳み込み，学習，検証し

たものである。
　得られた結果は図－7に示すものとなった。作業あ
りかつ歩行あり（work with walking）作業ありかつ
歩行なし（work without walking）歩行のみ（walking）
作業・歩行ともになし（not much activity）の各項
目で該当するセルのスコアに応じて色濃度が大きく
なる。この予備実験の全体正解率は 87.5％となりあ
る程度の精度で判別が行えたことから加速度を画像
化したのちに畳み込みを行ってもある程度の HAR
性能が期待できることが確認された。次いで行った
単純動作分類 5 項目については，実際の現場データ
を使用する都合から，先に加速度データの 10 分割交
差検証を行った。この交差検証の結果データには偏
りがあることがわかったため，十分な検証が可能で
ある母数（約 10,000 データ）を確保できた「前傾姿
勢判別」と「歩行有無判別」のみを実施した。「周期
的・規則的な動作（repetitive motion）」「周期性を
持たない特徴的な動作（characteristic motion）」「分
類に寄与しないが大きい動作（ineffective motion）」
についてはそれぞれが背反的な事象である側面を持
つためか，今回のデータサンプリングのデータ量で
は教師データとして十分な量を確保できなかった。
なおこの 3 動作についても簡易的な学習を試したも
のの，予測・正解データ共にネガティヴである TN

（True Negative）にほとんどが分類されたほか，学
習量が足りず十分な精度が見込まれなかった。
　試験の結果，前傾姿勢の判別については図－8に示
すような分類結果となった。正答率 92.1％，適合率
98.5％，再現率 93.4％となった。一方で図－9に示
すのはこのモデルの学習曲線である。モデルの訓練

図－7　単純動作判別の結果
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誤差が小さくなっているのに対して検証誤差が上昇
している。このことから過学習の傾向が認められ，
未知のデータに対する汎化性能がやや低下している
ことがうかがえる。
　また，歩行判別は図－10および図－11に示す通り，
正答率 80.0％，適合率 82.2％，再現率 84.2％と概
ね良好な数値を得た。しかし，前傾姿勢と同様に検
証誤差については学習サイクルを経るごとに上昇傾
向にあるため汎化性能はやや低いことが予想される。
単純動作であるがゆえに過学習を抑制し，汎化性能
を高める必要があるため，この点については改善が
必要であることが確認された。

⑸　深層学習を用いた生産性動作分類
　前節に示す通り，十分な単純動作判別のデータが
得られなかったことから，検証のために，作成した
CNN＋LSTM モデルを用いて生産性動作区分と作業
構成要素についても分類を行った。図－12～ 15はそ
の分類結果および学習曲線である。生産性動作判別
は正答率73.3％を記録し，特に補助支援動作（Support）

図－11　歩行有無判別モデルの学習曲線

図－10　歩行有無判別の混同行列（分類結果）

図－13　生産性動作区分判別モデルの学習曲線

図－12　生産性動作区分判別モデルの混同行列（分類結果）

図－9　前傾姿勢判別モデルの学習曲線

図－8　前傾姿勢判別の混同行列（分類結果）
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は一定の精度が確保でき，再現率 81.5％，適合率 84.6	
％となった。
　また，作業構成要素区分での分類も行ったが，実
際に記録された「0．直接生産動作」「1．図面や指示
の確認動作」「2．作業員自身の移動動作」「3．資機材
の運搬動作」「6．待機」のみに絞って検証した。正
答率は 64.0％となり単純動作と違い，低い水準と
なった。
　いずれの場合も検証誤差が高くなったのは前述の
通り過学習の傾向にあるためと考えられる。また過
学習が生じた原因としては，モデルの複雑さに対す
るデータ量の不足が考えられる。
　過学習を抑制するため，訓練データを増やすこと
で偏差を少なくするほか，CNN モデルのサイズを小
さく，単純なモデルにすること，重みの正則化，CNN
においてもドロップアウトを追加するなどの対策が
考えられる。また，3 ～ 5 秒の窓幅以外にも大きいレ
ンジで画像を生成し，畳み込みのカーネルサイズを
調整することなども効果的であるが，それに伴い動
作判別の窓幅も大きく変化する他，前後の時系列に

過剰に影響を受ける可能性もあるためモデル生成に
関わるハイパーパラメータの対照実験も必要となる。

⑹　分類試験結果の考察
　分類試験の結果から，既往のシステムの利点をそ
のままに加速度を画像化するプロセスと深層学習を
用いた場合でも同水準での判別が行えることが判明
した。単純動作については高い水準で判別すること
ができたが，過学習を抑制する工夫が要求されるこ
とも確認された。一方で生産性動作区分と作業構成
要素区分における分類では，既存システムより高精
度とならなかった。事前の予測通り，作業員の従事
する作業は複雑で複合的な動作であるため判別に必
要な特徴の境界があいまいとなり，そのまま十分な
多クラス分類を行うことが難しいことがうかがえた。
　また前傾姿勢の項目については正解率そのものが
高くでたものの，建設現場の環境や工種・職種によっ
て大きな差が出ることが懸念される。前傾姿勢とし
て記録される事項として「首の傾き」についても前傾
姿勢の 1 つであるとしたが，これはヘルメットに装
着した加速度計の情報と照合しやすくするための動
作定義であった。しかし実際の作業において，作業
員のアイレベルの違いによって視点が変化するため，
それに合わせて首の傾きを検知することが多くなる。
実際に今回対象とした舗装工事においては作業員の
職種によって前傾姿勢の傾向が大きく異なった。
　図－16は実際の現場の様子である。建設機械に搭
乗するオペレーターは操作盤がアイレベルよりも下
にあることで，作業中は手元確認のために前傾傾向
にある。また建設機械は高さをもつため，路面の状

図－15　作業構成要素区分 5項目分類モデルの学習曲線

図－14　作業構成要素区分 5項目の混同行列（分類結果）

図－16　前傾姿勢をとる作業員
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況を確認する際には大きく身を乗り出す必要がある。
　一方で建設機械に搭乗しない作業員については前
傾姿勢の他に，自分のアイレベルよりも上にいるオ
ペレータとの連携をはかるうえで仰角が大きくなる
瞬間が存在する。また，スコップ作業などは大きい
動作を伴うものの，個人差が大きく作業のなかで首
や前傾の程度が著しく変化する作業員もいれば，視
点を敷材に固定して変化が少ない状態で作業する作
業員も観測された。
　先行研究においては，運動による認識を採用した
HAR 手法においては，ウェアラブルセンサは胸部・
大腿部・上腕・手首などが代表的な装着位置であり，
本研究のようなヘルメットへの搭載では高精度化が
期待できないとされていた。そのため作業員の行動
を抑制しない範囲で，ヘルメット以外の装着位置か
ら得られるデータでの追検証なども重要であると考
えられる。
　他方で，単純な作業動作であればヘルメットの単
一の加速度データのみでもある程度判別可能である
ことが実証できたため，装着に伴う締め付けなどが
生じず，作業員の作業を制限しないデバイスとして
現場でも比較的高い受容度をもって導入が期待でき
る。

⑺　使用したアルゴリズム・教師データ等の評価
　使用した CNN ＋ LSTM モデルでは時系列情報の
保持をしつつ，データの追加に伴い更なるモデルの
強化が行えるシステムとして構築ができた。
　判別処理にかかる時間については，既往のシステ
ムと比較して大幅に縮減することができた。1 時間
分の動作判別に要する時間が既往システムでは全体
で 3 時間程度要していたのに対し，本方式では 25 分
とおよそ 96％の時間縮減が行えた。
　教師データについては客観性を確保できるように
さらに客観的な指標を組み込むほか，現在では不足
している「周期的・規則的な動作（repetitive mo-
tion）」「周期性を持たない特徴的な動作（character-
istic motion）」「分類に寄与しないが大きい動作（inef-
fective motion）」の 3 項目についての有効なデータ
を継続的に集めて蓄積し，判別精度を確認していく
必要がある。現段階の調査では新規に設定したこの
単純動作 5 項目の妥当性を評価するには情報が不充

分である。過学習の抑制の為にも継続的にデータを
収集・集積してモデルの高精度化を目指す。

6．舗装工事に適した生産性動作システム改良

⑴　教師データ作成と作成ルールの更新
a）�舗装工事における特徴的な動作の抽出	
～「特定作業動作」の定義～

　これまでのシステム構築を踏まえて，生産性動作
区分の中の「直接生産動作」を細分化した「特定作
業動作」を新たに定義した。これは，舗装工事にお
いて，作業員がどのような内容の作業に従事してい
るかを抽出したものである。
　「直接生産動作」の中には，様々な職種と動作が存
在する。実際に現場にて取得した加速度データをプ
ロットしたグラフを比較すると職種により加速度の
特徴が異なることが確認できた。図－17はアスファ
ルトフィニッシャーによって敷設したアスファルト
合材を均し，厚さや敷均し面の調整といったレーキ
を使用するレーキマンと呼ばれる作業員の加速度
データである。図－18はアスファルトフィニッシャー
後方にて，敷設されるアスファルト合材の横幅や敷
均し厚さを調整するといった作業に従事する，アジャ
ストマンと呼ばれる作業員の加速度である。
　この 2 つの動作を比較してみると，レーキマンの
x 軸方向の加速度（ax）は，－1m/s2 に到達している
一方，アジャストマンは到達しないといった特徴が
ある。また，アジャストマンの y 軸方向の加速度

（ay）においても，若干であるが大きな周期性を持っ
ていることが確認された。

図－17　レーキマンの動作加速度
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　このように「直接生産動作」に分類される作業で
あっても，従事する内容によって加速度の特徴も異
なることが確認された。そこで「直接生産動作」を
細分化することによって，それぞれの作業での特徴
的な加速度を抽出可能と考えられる。
　本研究では 17 項目の作業を抽出した。これらの作
業項目は，一般的な舗装工事において行われる作業
内容である。表－3は新たに設定した「特定作業動作」

（直接生産動作 15 項目・補助支援動作 2 項目）を示
す。

b）教師データの作成方法の改訂
　第 5 章までに構築してきたシステムでの教師デー
タは，1 秒間隔で作成されている。現場にてビデオ
カメラで撮影した時刻と，加速度データとの時刻合
わせが非常に重要となる。そのため作成に当たって
は，撮影データとロガーとなるスマートフォンの時
刻を定期的に確認し，全てが常に一致するように調
整を行った。舗装工事の特性として，時間と共に施
工箇所が移動するため，撮影機材を複数準備して多
方向から撮影し，定期的にカメラの設置場所を移動
することによって，撮影の死角が減らせるように最
大限の調整を行った。教師データの正解ラベルの作
成は，複数人で映像データを確認して作成した。
　しかし，1 秒間では建設作業を特定の動作と判断
することは困難であり，誤認識をする可能性がある。
また，複数人の作成者によってラベル付けの判断が
大きく異なることも課題として挙げられた。そこで，
作成者によってラベル付けの判断の差がどの程度生
じるのかを検証した。検証は以下の 1 ～ 3 の手順で
行った。
検証対象：調査員 5 名が分類したデータ
検証映像：東京都晴海埠頭の舗装工事
1．�5 分間の現場の映像を各々で視聴し，教師データ

を個々に作成（300 データ）
2．ラベル付のルールを明確にするため新たに定義
3．5 人で作成した教師データを比較し差異を確認
　検証動画は，レーキ担当の作業員で主にフィニッ
シャーからはみ出た合材を均す基本的な作業が中心
であった。教師データのラベル付のルールを舗装工
事の専門家の知見を得て調査員間で事前に明確にし
た。既存のルールは，1 秒間のその瞬間の作業員の
行動を切り取ってラベル付をしていた。例えば，直
接生産動作の一連の行動の中で，作業員が一時的に
体を休める姿勢を取った場合，直接生産動作ではな
く待機の作業遅延動作と判断していた。新しく定義
したルールでは，同じ行動が 30 秒以上継続した場合
に生産性動作区分の判断を行い，30 秒以内の行動で
あればその時点の前後の生産性区分の一部だと判断
することにした。図－19に判断イメージ図を示す。
　当初作成した教師データのラベルと，新定義によ
るラベルを比較した。図－20は生産性判別区分のラ
ベルをプロットした図である。新定義では調査員 5

図－18　フィニッシャーアジャストマンの動作加速度

表－3　「特定作業動作」一覧
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名中，1 名は全ての行動を直接生産動作と判別して
いるが，ほかの者はある程度一致した判断基準を
持っていることが確認できた。表－4は，新しく定義
した教師データとラベル付したものが，どの程度一
致しているかを確認した。当初ルール化以前におい
ても 4 名の調査員は 8 割以上の精度で判断できてい
たことが確認された。

表－4　新ルールと調査員ごとの判断の一致率

調査員 1 調査員 2 調査員 3 調査員 4 調査員 5
86.67％ 81.33％ 99.33％ 82.67％ 48.00％

　以上のように，作成者によっての判断は 8 割程度
の精度が確認できた。これを踏まえ，従来通り複数
人で教師データを作成することとした。

⑵　更新された手法による教師データでの精度検証
　先述の通り定義した新たな教師データのラベル付
によって，どの程度精度が向上するか検証した。検
証するデータの取得は 2023 年 10 月 11 日に東京都晴
海埠頭での道路舗装施工現場にて行った。対象の作

業員は 3 章で取り上げた作業員 1 名とし，データの
取得時間は 5 時間である。サンプリング周波数を 50 	
Hz とした。データは，作業員が重機などで対象者が
見えない時には NaN 値（Not a Number）として扱
い，欠損値（作業状況を目視で確認できなかった時
間帯のデータ）の扱いは，プログラム上では映って
いる前後の値で補完する方法を選択した。映像で確
認できていない間は，前後の動作を行っている可能
性が高いと判断したためである。モデル性能を評価
する混同行列から得られる TP，TN，FP，FN の 4
つの指標を使い，正解率（Accuracy），適合率（Pre-
cision），再現率（Recall），F 値（F score）の値を
算出し，精度評価指標とした。精度評価指標は式⑴
から式⑷で表される。1D－CNN モデル，2D－CNN，
1D－CNN と LSTM のハイブリッドモデルにてそれ
ぞれ精度検証した。検証結果を表－5から表－7に示
す。

� ⑴Accuracy=
TP＋TN

　　　　　　　　　　
TP＋TN＋FP＋FN

Precision=
TP

　　　　　
TP＋FP

�
⑵

� ⑶Recall=
TP

　　　　　
TP＋FN

� ⑷F score=
2×Precision×Recall

　　　　　　　　　　　
Precision＋Recall

　新定義にて精度検証を行ったが，9 区分ある作業
要素区分において適合率，再現率，F 値においては
2 ～ 3 割の精度から 4 ～ 5 割の精度に向上した。こ
れは新たな直接的な動作を定義し適用できたことが
要因と考えられる。移動や資機材の準備といった 30
秒以内に完結する行動が，前後の行動とみなされる
ため細かな行動が除去されこのような結果になった
ものと考えられる。

表－5　1D－CNNの結果

図－20　レーキマンの加速度と生産性判別区分のラベル

図－19　新ルールの判断イメージ
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⑶　�舗装特有の作業動作を考慮した新たな生産性
動作判別システムの改良

a）舗装特有の作業動作を考慮したシステムの概要
　図－5のシステムに舗装特有の作業動作を新たに考
慮した生産性動作判別システムの全体フローを図－
21に示す。図－6から，右上の枠内に示す事項が追
記された形となっている。
　新たに構築したシステムについて以下で概説する。
説明事項は，図－21で示しているように各種データ
に基づく判別（番号が振られている箇所，主に青背
景部分）の部分である。
b）プロセス① データの読み込み
　改良前システムと同様に，現場にて取得した「加
速度」，「角速度」，「角度」，「温湿度」，「位置情報」
を入力値とする。
c）プロセス② 建機オペレーターとの相対距離
　この判断項目では，作業員が建設機械との相対距

表－7　1D－CNN＋ LSTMの結果

表－6　2D－CNNの結果

図－21　新たな舗装特有の作業動作を考慮したシステムの全体像








































































































































































































































































